第４回　さいたま市地域自立支援協議会　議事録
日時：平成２２年６月１日（火）１０：００～１２：００
場所：保健所　第２研修室
次　 第

配布資料

出席者（敬称略）
出席委員・・・岡崎委員、齋藤（香）委員（途中出席）、菅原委員、中村委員、長岡委員、平林委員、増田委員、三石委員、宗澤会長、山本委員（途中出席）
事務局・・・遠藤補佐、川鍋補佐、吉野補佐、企画係担当
１　開　会
○開会
（宗澤会長）

· それでは、「第４回さいたま市地域自立支援協議会」を開催させていただきます。
· まず、今回の委員さんの出席状況ですが、出席委員１０名、欠席委員２名ですので、さいたま市地域自立支援協議会設置要綱第６条２項の規定により、委員の過半数がご出席されておりますので、本日の会議は成立いたします。
· 続きまして、会議の公開に関しましては、「さいたま市地域自立支援協議会運営要領」第３条に基づき、本会議は公開することとなっており、傍聴人に関しましては、同要領第４条の規定により、会長が傍聴人の許可及び人数を定めることとなっておりますので、先ほど、傍聴人についてご確認させていただいたところ、本日４名の方が傍聴を希望されております。そこで、傍聴人の人数を４名と定め、４名の方につきまして、傍聴を許可したいと存じます。
· ここで議題に入ります前に、事務局より本日の資料のご確認をお願いいたします。
（事務局）吉野補佐

· それでは、お手元の資料の確認をさせていただきたいと存じます。本日お配りした資料といたしましては、
1 『第４回さいたま市地域自立支援協議会』次第
2 第４回さいたま市地域自立支援協議会座席表
3 第３回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）
4 資料１　平成２１年度障害者総合支援センター実績報告

5 資料２　平成２１年度コーディネーター連絡会議活動報告

6 資料３　平成２１年度障害者生活支援センター相談件数集計表

7 資料４　支援指針

8 資料５　相談支援システムのイメージ図

9 資料６　障害者の居住支援システムの構築に関する研究―研究成果の概要―
以上９点でございますが、よろしいでしょうか。

新任委員の紹介

（事務局）吉野補佐

· それでは、新任の委員を紹介させていただきます。玉井康仁委員の退任に伴い、後任として教育委員会から御推薦いただきました石橋慎一郎学校教育部指導２課主任指導主事特別支援係長に委員委嘱をいたしました。なお、本日は、所要のため欠席となります。

２　議　題
前回議事録の承認
（事務局）吉野補佐

· また、４月下旬に本日の協議会の開催通知と合わせまして、事前にお送りさせていただきました「第３回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきまして、出席委員・発言者に関しまして、修正箇所がございました。本日、配布いたしました議事録につきましては、修正いたしました議事録になりますので、ご確認をお願いいたします。

· 事務局からは以上です。
（宗澤会長）

· それでは、次第に添いまして議事の進行をさせていただきたいと存じます。まず、前回の「第３回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきまして、協議会としての承認を求められておりますので、これにつきましては、お手元の修正された議事録をご確認していただきたいと存じます。一応、修正点の確認をして下さい。

（事務局）小久保主事

· 出席委員の名前、発言者の名前を修正しました。

（宗澤会長）

· 更なる修正等のご意見がなければ、議事録については承認することといたしますが、よろしいでしょうか。
平成２１年度コーディネーター連絡会議の活動報告
（宗澤会長）

· それでは、本日の議題の１に移りたいと存じます。議題の１番目の「平成２１年度コーディネーター連絡会議の活動報告」について、三石委員から、ご報告をお願いしたいと存じます。
（三石委員）

· 「平成２１年度コーディネーター連絡会議」の活動報告をさせていただきます。資料２をご覧ください。コーディネーター連絡会議はさいたま市の障害福祉課と市内の全区の障害生活支援センターとの定例の連絡会議ということで２カ月に１回開催してきています。昨年度の開催方針は障害のある人や家族のニーズを中心に据えた相談支援を行っていくための支援者の質の向上と相談支援から見えてくる様々な課題を共有して解決をしていくための施策への反映を図るということを活動方針に立てて進めています。また、各区との連携なども関係機関との連携をより充実させていくことも昨年度取り組んできた。
· 重点課題としては大きく３つ立てて進めてきた。１つ目、支援者の質の向上ということでは、特に支援者の力量形成ということで、自立支援協議会でも提起されたアセスメント力、個別支援計画の策定、コーディネート力、個別支援から課題発見・提起するという４つの力を軸に支援者の力量形成ということで取り組みを進めてきている。２つ目、相談支援のところでは様々な課題を抱えている人たちの相談事例が出てくるので、そういった事例を通しながら各区における支援体制の構築を図っていく。あわせて３つ目、そういった取り組みから見えてくる地域の課題や不足している資源などの課題を明らかにし、地域自立支援協議会や障害者施策推進協議会との連携を図っていくことを重点課題としてあげている。

· 重点課題に沿った形で、昨年どんな取り組みを進めてきたのかを報告させていただきます。コーディネーター連絡会議は３つの委員会で取り組みを進めてきた。広報委員会と教育研修委員会、調査研究委員会の３つの委員会になる。
· まず、広報委員会では生活支援センターの存在を広く住民の方々に知っていただくために周知活動を中心に行ってきた。まずは生活支援センターに相談に訪れていただくために、広報紙の発行、出張相談会＋法律相談会の実施を進めてきた。広報紙の発行は年２回で２８００部それぞれ作成し、発行した。出張相談会＋法律相談会は同じ日に午前と午後と一日かけて行っている。南区と緑区で実施。南区では１４人、緑区は１５人の方が相談にいらっしゃった。広報委員会の取り組みから、出張相談会と法律相談会はそれぞれの区で行っているが、もう少し住民の方々の身近なところで公民館などを活用してのミニ相談会の実施など新たな住民への周知方法を検討し、実施していく必要があるということが、昨年度の課題から見えてきている。広報紙を発行し、市内の関係機関に配っているが、なかなか声が上がりにくい人たちへどう情報を届けるかということも課題としてみえてきた。この辺りは今年度の広報委員会で実際に検討し、実施していく。

· ２つ目は、支援者の力量形成ということで、昨年度も教育研修委員会で企画運営をし、進めている。支援センターの職員の研修会と日々の相談事例の検討会を２つの柱とし、支援者の力量形成ということで進めている。生活支援センターの支援者の研修会としては、昨年２回行っている。職員学習会と公開研修会になる。それぞれ、宗澤先生と浅井先生を講師にお迎えして相談支援の実際に繋がるような学習会を行ってきている。事例検討会も昨年度３回行っている。この３回で、合計１１事例を検討しているが、その中には、サービス調整会議で検討した事例で、その後の支援の組み立て方等についてこれから調整会議で検討したい、という事例も事例検討会に出されている。生活支援センターとしては支援方針を明確にし、何が課題なのかと併せて、課題をきちんと関係者で共有し提案していく力をつけていくということを中心に進めてきている。生活支援センターでの支援指針づくりを自立支援協議会でも進めてきている。生活支援センターの基本的な役割は何なのかを確認していくことと併せて、アセスメントをしていく力がまだまだ十分ではないということを感じているので、今年度に向けた課題ということで整理を進めている。
· ３つ目は調査研究委員会で、相談支援の実例からどんな課題があるのかということの検討を進めてきている。資料では、新規に相談にこられる方と、サービス調整会議での検討事例をまとめた資料を添付した。調査研究委員会では新規相談とサービス調整会議での分析を中心に行ってきている。新規相談の内容としては資料をご覧になっていただきながら説明をしていきたい。昨年度全区の障害者生活支援センターでの新規相談は１２１１件。男女比は男性のほうが若干多い。年齢も２０代から５０代６０代までの方が多くなってきている一方で、やはり障害児ということで、０～５歳、６歳以上というような年齢の方についても親御さんからの相談として上がってきていて、幅広い年齢の方からの相談を受けている実情です。特に新規の相談では、障害種別としては、精神障害が６６２件ということで圧倒的に多くなってきている。あわせて、虐待やＤＶ、触法事例を抱えた新規の相談もここ数年で増えてきている。生活形態は家族同居の方々の相談が半数以上を締めている。相談に来られる方は、本人やご家族の方も多いが、支援機関からの相談も増えてきている。２００７年度から新規相談が増えてきている状況にあり、中身はお伝えしたような状況。分析はまだまだ不十分だがこうしたような傾向が見えてきている。
· 裏面をご覧ください。サービス調整会議の全区集計表。昨年度は全部で１１０人の方のケースを検討した。１回だけではなく、複数回検討した方もいるので、実人数は１１０人だが、件数はそれ以上になる。サービス調整会議は知的障害や精神障害のある人の検討事例が多くなってきている。新規相談は精神障害が圧倒的に多いが、サービス調整会議での検討では知的障害と精神障害の方が多い。生活形態は単身生活の方も増えてきており、家族同居の方と人数に変わりはない。出席機関は支援センター、支援課の他に、福祉課や保健所や医療機関などさまざま市内の関係機関に出席いただいて検討を進めている。昨年度は、サービス調整会議で関係機関と継続して支援体制を考えていくような検討事例が増えてきている。資料でデータがまだ分析が難しいところもあり、不十分なところもあるが、検討事例からみえてきたことということでいくつか課題をまとめています。

· 資料に戻ってください。１１０人の方の検討についてです。様々な課題を抱えている方の事例が検討されている中で、社会資源の課題、制度や仕組みの課題、支援機関の連携の課題などもたくさん出てきている。障害特性による生活のしづらさ、見守り支援の体制が不十分というようなことも事例として挙がっている。虐待と思われるような事例や地域移行の事例もサービス調整会議の中には検討として挙がっている。あわせて、家族の状況が変わったことにより、支援の導入が必要になるという事例も挙がってきている。家族支援の在り方も考えていく必要がある。研究委員会のほうでは、データ分析のための柱づくりやそのための私達の力量がまだまだ追いついていかない現状。今後、実態と課題からみえてきたことをどうやって課題整理をして、施策や資源の課題として上げていくか、私たち側の力量の課題も出てきている。

· 実際の事例を少し載せた。やはり、この間生活支援センターの周知が進んできたこともあり、さまざまな関係機関からの相談依頼も増えてきた。支援センターが相談支援をスタートするということで初めて副次的な支援に繋がっていくという事例も少なくない中で、関係機関との連携でなんとか相談を進めているのが実情。事例では５人の方の事例を載せた。事例１・２の方は精神障害のある方の事例。この間ずっと、無治療の状態が長かったり、治療に繋がっているが、なかなか継続した医療に繋がっていかなかったりという状況の中で、ご家族や関係機関からの依頼で支援センターの相談がスタートした事例。ずっと医療機関に繋がったり繋がらなかったりという状況にはあるが、なかなか副次的な支援がない中で、家族が抱えてきたという事例です。事例３・４の方は高次脳機能障害の方の事例をそれぞれまとめた。お二人ともご家族の状況変化によって支援センターでの実際の支援に繋がっていった。事例３の方は受傷してから２０年近くなんとか家族が支えていたが、家族の介護の状況など、家族状況の変化によって、支援センターの相談がスタートして、様々な手続き等の支援をすすめてきた事例。事例４も高次脳機能障害の方で家族の方が支えていたが、支援ができなくなったということで、住まいの場所の調整を図った事例。そういう意味では家族の状況の変化によって、居住の場所を探したり、必要な手続きを支援センターがマネジメントしたりする事例が増えてきている。事例５は小学校から不登校だった方。家族との関係がうまくいかない中で事件を起こし、触法として支援センターに依頼がきた事例です。なかなか安心して住まう場所がない中で、現在で何とか調整しながら入所施設での生活が安定してきている。こういった事例のところでは関係機関で支援体制をつくりながら生活支援センターで必要な支援を進めていく場合もあるし、支援センターで相談を進めていくことで副次的な支援も増えていくという事例も増えてきています。私たちがアセスメントし、コーディネートしていく力をつけていく力をつけていく中で、障害のある人の必要な支援に繋げていくような取り組みが今年度も重要になってきているということが改めて言える。報告は以上になります。

（宗澤会長）

· ありがとうございました。それではただ今の「平成２１年度コーディネーター連絡会議の活動報告」についてご意見はありますでしょうか。

（増田委員）

· かなり複雑な相談事例が増えていることと、相談件数が増えている。私のところでも支援センターを３か所ほどやっているので、実感としては相談支援のマンパワーがかなり厳しくなっているのではないかという実感がある。訪問に行くと、「それでは。」と言って、そのまますぐに帰って来られるような方ばかりではなく、それなりに時間が必要ですし、電話で受ける相談もある。少し生活支援センターの人的配置の限界がきているという実感をしている。私は事業者として事業をやっているから見えてくる実感なので、こういう報告だけではみえてこない。コーディネーター連絡会議でもう少し工夫していただき、支援センターの１日の業務内容を見て、本当に今の体制で十分な支援ができるのか。不足している資源も分かるし、住まいやそれに対する支援が足りないということは分かるが、生活支援センターがこのままでは疲弊して機能不全に陥る危険性がないだろうか。ぜひそのあたりも載せていただけたらと思います。
（宗澤会長）

· ありがとうございました。今日のコーディネーター会議の活動報告を受けて、個人の意見としては、従来の福祉事務所、児童相談所といったところのいわゆる職権を持った人の相談活動ではないところで、今増田委員からご指摘があったような非常に複雑なケースの相談が入るようになり、それに対する支援が徐々に始まっている。そのこと自体の巨大な前進は確認したい。今日の資料の中のご説明にあったように虐待、ＤＶ、触法も含めて、職権を持っていても扱いづらいようなケースの相談支援も含めて、扱うようになっている。そういったことの前進を確認するということはすなわち、従来にもまして労力と時間が必要な事態に各生活支援センターがなっていることはある意味で必然ですから、今のご指摘はまことにごもっともだと思いました。その他いかがでしょうか。
平成２１年度障害者総合支援センターの実績報告
（宗澤会長）

· 「平成２１年度障害者総合支援センターの実績報告」を山本委員からお願いします。

（山本委員）

· 資料１、「障害者総合支援センターの実績報告（平成２１年度）」をご覧ください。まずは相談件数だけで言いますと、２０年度から２１年度にかけて倍以上になっている。右側が居住区、障害の種類を記載している。昨年度は、特に知的障害の方が増えている。次に精神障害の方、発達障害の方、身体障害の方となっている。つづいて、昨年度新たに相談に登録した方の内訳。相談の中で就労支援が必要な段階と就労以前の支援が必要な段階に分かれている。昨年度新規登録の方３５９名のうち、生活支援が必要な方が４２名、状況確認、例えば病院等に行っている、施設療法をしているという方も含めて、その方の生活、あるいは働くための力がどの程度あるのか確認しなければいけない方が２２０名。既に働いていた経験があり、離職して間もない方は実習や職業訓練、ハローワーク等も含めた求人情報案内調整等に移っていく。やはり状況確認の方が毎年一番多くなってきている。他機関との連携ですが私どもだけでは就労支援はできないので、３５９名中、他機関との連携を図った方が２５２名。重複もある。他機関としては、ハローワーク、生活支援センターなど。生活支援センターにつきましては、生活リズムなど生活自体が自立できていない方がいらっしゃるので支援課、支援センターも含めてケースカンファレンスをやり、地域での支援を決めていく。福祉施設については、就労支援事業が多いが、すぐに就職できない方もいるし、施設を利用していて就労相談に来る方もいる。そのような関係から７３名ということで多くなってきている。私ども事業所訪問をして開拓をしているが、７７７件訪問した。そのうち、開拓をし、実習を含めて「求人をしたい」と言ってきた会社は４９社。そのうち、２０社は「これからハローワークに求人をします。」という状況。これだけの件数があるが、まだまだ身体障害をイメージし、パソコンをできる方の求人が多くなっている。
· 昨年度の就職決定者数８６名。これは週に２０時間以上の方ということで統計をとっている。就職決定者は障害種別にみると、知的障害の方が一番多い。平成１９年度で２７名。２０年度で５２名ということで年々一般企業への就労人数が多くなってきている。なかなか不況だが、雇用率を達成するようにという強い働きかけが厚生労働省やハローワークからもあるので、企業からの相談も増えてきている。私どものほうでは３名のジョブコーチがいる。実習の段階からジョブコーチを派遣している。昨年実績は６６名の対象者、４４社にジョブコーチを派遣している。特別支援学校の３年生の段階から登録をし、ジョブコーチ派遣や実習先の調整なども行っている。そうした生徒は４５名。就労移行事業も含めて、施設と連携をとった方は６６名。全員が就職できたわけではないが、６６名の方が登録して、施設と私たちで就労支援を行っている。
· 研修等実施一覧ですが、センターで行っている研修です。就職のための技術を身につけるものと生活支援と社会参加のきっかけづくりとなるものがある。主なものとしては、パソコンや就職活動講座、面接、履歴書の書き方など技術を身につけるための講座がある。
· 次のページ。授産活動支援について。技術を持っているアドバイザー派遣は６施設、３７回派遣ということで行っている。新たにパウンドケーキをつくる、カフェメニュー、染色、販売をするためのパッケージデザイン等。既にあるものの商品改良も含めてアドバイザーを派遣している。これにつきましては、区役所の中にピアショップがある、そこで見ていただきますと、かなりカラフルで一般商店に出しても十分に買っていただけるような商品になっている。企業からの仕事の受注調整。いわゆる下請けの仕事として７社から仕事をいただいている。水道メーターの分解作業の発注も受け、施設で行っている。

· 最後のページは昨年度の課題と取り組み。（１）不況ということで製造業関係は雇用が伸びない。雇用に積極的な企業、比較的業績の良い企業などを狙って開拓を行っている。例えばＮＴＴ、郵便局は民間になったが、まだ雇用率を達成していない。特例子会社化も含めて相談に来て、「どなたか良い方がいませんか、」ということで実習、就労に繋がっている事例もある。（２）課題では、相談の段階で働く前の準備をしっかりやる必要がある方が全体の７３％。生活リズムや社会に出るためのマナーが十分に身についていない。これにつきましては地域の支援や講座などでしっかりやっていきたい。また、特別支援学級、中学生ぐらいのご家族、本人を対象にした就労に対する研修会を開いている。今年度も夏休みに実施予定。できるだけ早い段階から就職についての準備を意識してもらう。（３）特別支援学校・就労移行支援事業との連携の継続。平成１９年の設立段階から既にやっているが引き続き行っていく。昨年度さいたま市の方は１２４名在籍。ここから一般企業に就職した方は４４名。年々増えてきている。それから、就労移行支援事業等の利用者での就労希望の方は３４４名でそのうち５１名が就職した。引き続き連携をとっていきたい。（４）一番大きな課題。発達障害者支援センターがあり、月２００件程度の相談がある（電話も含め）。その中で、成人期が中心のため、就労支援の希望が非常に増えてきている。ただ、働くための準備ができていない、働いた経験のない方もたくさんいらっしゃる。気持ちのコントロールの仕方、スケジュール管理、ご本人向けの仕事のマニュアル作り等の具体的な技術を身につけていただけるような支援をしっかりやっていかなければならない。雇用する企業側も発達障害はなかなか理解しづらい部分がある。私たちも企業に出向いて説明を始めている。就労支援担当と連携をとり、実習の段階からの情報提供、職場訪問、企業内での自主研修会に私たちが出向いて発達障害の方の理解を進めていきたいと考えている。

· 障害者支援センターの実績報告は以上です。

（宗澤会長）

· どうもありがとうございました。ただいまの説明に対して何かございますか。

（増田委員）

· 就職を決定されている方が増えているというご報告をいただいて、私達のところもジョブコーチの人にお世話になったりしてとても助かっている。就職決定した方の企業内の待遇、正規雇用、非正規雇用、パート・アルバイトなどの割合が分かれば教えてください。また、最低賃金除外の対象の方がいらっしゃるのか。分かる範囲で教えていただきたい。

（山本委員）

· まず、ここに書かれている８６名は週に２０時間以上が条件になっている。実際にこの中にはそれ以下の短時間労働の方は含めていません。条件としては、正規職員も数名いるが、最初の雇用契約はほとんどの方が契約社員から始まっている。３か月～半年契約社員でやっていただき、条件がその後良ければ、引き続き契約期間を１年間延ばしていただき、そこから正規雇用につながっていくという条件でお願いしている。昨年度は最低賃金除外の方はいない。私達の基本的な考えとして、週２０時間の雇用で最低賃金は必ず上回る、できれば週３０時間上回れば良いが、最初は週２０時間を上回るというのを最低の条件としている。

（増田委員）

· １９年２７人、２０年で５２人就職されている。すごく丁寧にフォローアップされているのでその後の状況も把握されていると思うが、離職の状況はどんな状況か。

（山本委員）

· それぞれ離職は年間３名。平成１９年の方は３名離職している。この３名はご自分の体調の関係で離職している。２名は別の会社に復職。平成２０年の方の離職３名。１名は体調の問題で退職をし、再雇用されていない。２名は会社の閉鎖で離職。ただ、私達の条件として、「別の会社をぜひ紹介してください。」とお願いしている。そのため、この２名は関連のある会社あるいは取引のある会社で再雇用してもらっています。
（増田委員）

· 何年くらい雇用された方のフォローしていくのか。だんだん人数が増えていくと思うが。
（山本委員）

· 一応、企業、それからご本人や家族が希望される限りは、何らかの形、例えば電話や、あるいは訪問も３カ月に１回という形でしている。実はそれは雇用されている方の経過をみるだけでなく、「もう一人雇用できませんか。」という雇用の拡大にも繋がる。企業、ご本人、家族の要望があれば何らかの形で連携をとらせてもらっている。
（増田委員）

· ８６人というは８６社をイメージした方が良いですか。それとも、グループ就労みたいな形でしょうか。
（山本委員）

· １社で一番多いところは５人というところがある。会社数としては８６名の就職先は５０社くらい。

（長岡委員）

· 平成２０年から２１年にかけて相談件数が増えているが、受付のルートはどこからでしょうか。

（山本委員）

· 実は、関係機関からが一番多い。最初の相談の窓口である支援課、生活支援センターが一番多い。あとはハローワーク、障害者職業センターからの紹介。次に就労移行支援事業の施設、学校となっている。意外と多かったのがご家族からホームページ等を見て「相談をしたい。」という方で、３５９名のうちの３分の１ほどになっている。３分の１がご家族からの相談である。

（宗澤会長）

· インターネットを通じて相談に結びつくのはこれからの一つの流れとして非常に増大していくだろうと思う。生活支援センターのほうはそのようなものはないですよね。
（三石委員）

· 生活支援センターはインターネットからの人は少ない。

（宗澤会長）

· コーディネーター連絡会議でさいたま市の生活支援センターに関するページが一つあれば良いと思う。
平成２１年度障害者生活支援センターの活動報告

（宗澤会長）

· 続いて、「平成２１年度障害者生活支援センターの活動報告」をお願いします。

（事務局）小暮主任

· 「平成２１年度障害者生活支援センターの活動報告」です。コーディネーター連絡会から活動報告があったので簡単に傾向だけを説明します。資料３をご覧ください。相談件数の傾向ですが、年齢別には４０～６４歳が４３％、３０～３９歳が２６％と多く、障害種別にみると、精神障害が５割、知的障害が３割となっている。平成２０年度とほぼ同じ傾向になっています。相談方法としては、電話相談４５％、関係機関からが２４％で昨年度とほぼ傾向が変わっていません。尚、先ほど話題になったメール相談は２％となっております。相談件数の推移についてですが、統計の取り方に色々な解釈があり、例えば南区は電話相談もカウントしていたといったことで数字としてはずれる部分もある。平成２０年、平成２１年を比べると中央区（３障害）は１００４件から１０８２件ということで微増、見沼区（精神）は５４４件から５７０件ということで微増となっている。このように、ある程度歴史のあるところは数時的にも頭打ちの傾向がある。逆に、北区の（精神）（知的）については倍増に近い。新しく立ち上がったところは周知が進んできているという傾向が見えてくる。全体的な相談件数の推移は平成１８年度の倍以上の伸び率を示している。昨年度から比べても２０％以上の増加。この傾向を注視していきたい。以上です。
支援指針について

（宗澤会長）

· それでは引き続き「支援指針について」に移りたいと思います。

（事務局）吉野補佐

· それでは「支援指針について」説明させていただきます。第３回の協議会で指摘された部分を受け、以下の部分について追加させていただきました。

· ６ページを御覧ください。ここに、支援課での記録管理の方法を追加しております。まず、フェイスシートは以下の場合に作成することとします。

・手帳の等級が２級又はA以上の場合。

・手帳の有効期間内に入学や卒業など、ライフステージの変更が考えられる場合。
・障害福祉サービス等を利用する意志又は可能性がある場合。
・他機関への紹介や調整が必要な場合。
・その他必要な場合。
また、フェイスシート作成後の相談支援経過は、随時個人台帳としてファイリングします。また、ケアマネジメントの流れで支援を行う場合は、必ず個人台帳を作成することとします。　

· 次に、１３ページの「緊急時の流れ」を御覧ください。緊急時の施設利用については、基本的に支援課や生活支援センターが関わって契約につなげていくことになりますが、その際、支援方針や支援計画を施設と支援課、生活支援センターなど関係機関が行い、各機関の役割を確認した上で利用につなげていくことを基本にします。また、緊急の利用の場合は、利用後に調整を行うこととします。

· ２４ページを御覧ください。「生活支援センターの役割を支援課はどのように考えれば良いか」という部分についてですが、「生活支援センターの役割」を参考に、日常的に相互の連絡や調整会議を行うことで相互理解して行くとともに、「支援課の役割」を十分に理解することと、「依頼」＝『丸投げ』ではなく、『連携』であることを理解することを明記します。

· 続いて、２６ページの情報提供のあり方を御覧ください。基本的には、さいたま市個人情報保護条例に基づく対応とします。なお、さいたま市個人情報保護条例の第７条に、「利用及び提供の制限」として規定がありますが、本人の同意や、緊急時において個人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、緊急かつやむを得ないと認められるときなど、具体的な手続きとして、ア：「本人の同意がある場合」は、決裁及び相談記録等に同意を得た旨記載する。イ：「緊急かつやむを得ない場合」は、決裁及び相談記録にその理由を記載する。ウ：情報の内容は本人、家族等に説明し、所定の様式で通知する。エ：情報提供は、課長決裁とし、公文書として発送する。ということを基本に運用したいと考えております。具体的には、支援を行うための検討や紹介など、障害者生活支援センター、医療機関、施設、学校など関係機関との連携が必要な場合として、「調整会議への提供」「支援を依頼する関係機関への提供」「支援を行っている又は、行う予定の関係機関からの情報提供依頼に対する提供」、調査・研究として「さいたま市の相談支援システムの充実と社会資源に関する課題の改善を目的とした、さいたま市地域自立支援協議会への提供について行うものとしたいと考えております。

· 続きまして、支援指針の活用方法について、ご説明させていただきます。お手元の資料５「相談支援システムのイメージ図」をご覧ください。こちらで示させていただきましたのが、事務局が想定する本市における相談支援システムのイメージ図になります。支援指針を有効に活用するためには、相談支援システムをきちんと構築・機能させることが必要であり、本年度中にこのシステムの構築ができるように努めていきたいと考えております。こちらのイメージ図につきましては、支援指針に沿ったかたちで、相談から施策推進協議会にて、施策化されるまでのシステムについて、イメージ化したものになります。簡単に説明させていただきますと、まず、市民からの相談を障害者生活支援センター・支援課で受け止め、問題の把握に努めます。それぞれが支援をしていく中で、対応が困難な事例や複数の機関の連携が必要な事例につきましては、サービス調整会議を開催し、調整・情報交換を行い、支援を行います。生活支援センターの代表で構成されるコーディネーター連絡会議、支援課の代表で構成される障害福祉担当者会議につきましては、サービス調整会議の報告や支援課などからの問題提起を受けて、課題・改善点の整理や困難事例への対応の検討などを行う場といたします。地域自立支援協議会につきましては、コーディネーター連絡会議、障害福祉担当者会議の報告を受けて、地域のネットワークの構築などについて協議をする場といたします。障害者施策推進協議会につきましては、当協議会からの報告を受けて、障害者施策について調査・審議をする場といたしております。なお、生活支援センターと支援課において役割が重なる部分もございますが、基本的には相談を受けた機関が責任を持ち、支援にあたり、問題の把握に努めるものと考えております。その中で行政行為を伴う相談・課題に関しましては、主に支援課が担うべきものと考えております。

· こちらのシステムを機能させるために、今後事務局として次の２点について対応していきたいと考えております。１点目が、支援指針について、支援課に対して周知を行うことです。現在、支援課には、支援指針を策定しているということを詳細には示しておりません。今後、係長会議・担当者会議を通じて周知・意見交換をしていきたいと考えております。支援指針が支援課に浸透し、理解が深まれば、サービス調整会議の充実・障害者生活支援センターと支援課との連携強化につながっていくものと考えております。２点目が、イメージ図における障害福祉担当者会議を立ち上げることです。現在、障害福祉担当者会議は、事務報告として機能しております。今後、事務局が担当者会議に参加し、支援課有志の協力を得ながら、障害福祉担当者会議に相談支援システムに沿った役割を新たに与えていきたいと考えております。

· 裏面において、今後の具体的なスケジュールについて、ご説明させていただきます。まず、７月に行われる支援課係長会議・担当者会議において、支援指針や相談支援システムについて説明を行う予定でございます。８月下旬に、再度担当者会議に出席し、支援指針について、支援課と意見交換を行う予定でございます。９月中には、支援指針に関する支援課としての意見をまとめ、１０月初旬に行われる第１回作業部会、１１月初旬に行われる第５回地域自立支援協議会において、報告をさせていただく予定でございます。

· 事務局からは以上でございます。よろしくお願いいたします。
（宗澤会長）

· ただいまの説明に関して何かございますか。

· 私のほうから２点。スケジュールの説明をざっと見ますと、支援課のほうの意見をまとめて、もう一度、支援指針の修正が必要であれば、それを受けて修正するということでよろしいでしょうか。従って、最終的には第５回の地域自立支援協議会で固めるということでよろしいでしょうか。

（事務局）吉野補佐

· そういうことです。

（宗澤会長）

· 支援課にこれまで「支援指針をつくっている。」ということのアナウンスは詳細にはしてこなかった。これをこれから投げて、「これでいくよ。」ということで皆さん、「じゃあ行きましょう。」ということになるんですね。

（事務局）吉野補佐
· そのようにさせたい。

（宗澤会長）

· 支援課には人事異動があるのだから、システムとして、この「支援指針」がコンスタントに活用されなければならない。そのようなことを考えたときに、何か「支援指針」を市のオフィシャルな文書にする必要がある気がしているが、そのあたりについて事務局はどのようにお考えでしょうか。というのは、これまで他の自治体等で障害者計画や障害者計画にまつわる指針のようなものを協議会みたいなところで作るが、作ったけれども４年後、５年後に改訂する際、それを見た形跡すらない。つまり、事務局の机の上のどこかの資料に置かれただけでほとんど誰も見たことがないという状況になるような気がする。見なければならない状況にしなければ難しい。その辺りを伺いたい。
（事務局）

· 確かにこのままですと、どんどん人が変わった時に見たり見なかったりという状況になると思うので、今のご意見に対しては前向きに検討したい。

（岡崎委員）

· 情報提供の部分と関連してくると思うが、私どものところにあった事例だが、情報提供というのはだいたい、「個人の情報を他の機関に」ということが前提だと思うが、「自分の記録を見せてほしい。」あるいは、「相談を受けている家族の方の書類を見せてほしい」という話がある。その辺りについても市の決まりがあると思うので、触れておいたほうが良いと思う。外部に出すだけではなく、自分の記録を見たい場合、家族で争いがあるような時、片一方が相談に来ていて、もう片方が、「どういうことを話していたか。」を聞きに来ることもある。そのあたりも想定して入れた方がよい。
（事務局）吉野補佐

· そのあたりも検討します。

（宗澤会長）

· 高齢者虐待の領域で、息子兄弟が父の遺産をめぐって争っている時に、相手が虐待している証拠のようなものを介入している行政機関の記録から得ようとすることは、高齢者虐待の領域では全国で起きている。したがって、障害のある方の虐待の問題も含めて、これから考えるときに、法的な責任も絡むものもあるのでぜひご検討いただきたい。

· その他いかがでしょうか。

· それでは、先ほどございましたように、これから各区支援課に提案いただき、検討を経た後に、１１月の第５回地域自立支援協議会で再度修正を確認し、固めていくという見通しでいきます。その時までにコーディネーター連絡会議からも修正点があれば事務局に言っていただき、改善していただいて、１１月に確定するという流れでいきたいと思います。
居住支援システムの研究について
（宗澤会長）
· 「居住支援システムの研究について」私から説明します。本来であれば、研究成果の概要をもう少し詳しい資料を全て付け加えてお出しすべきところを、この間に体調を理由としてどうしようもならなく、少し簡略化したものになったのはご了解いただきたい。最終的には報告書を作成するので、８月末までに資料については努力させていただく。ひとまずの報告ということでご了解いただきたい。

· １つはグループホーム、ケアホームの設置運営に関する問題。もう１つは一般賃貸住宅に繋げていくことを柱にする居住サポートにかかわる賃貸住宅斡旋の在り方。この２つから全国でどのような取り組みをされているのかについて研究しました。
· まず、資料の６－４をご覧いただきたい。全国の政令指定都市に限ったグループホーム、ケアホームに関する補助制度。主に、初度調弁費の部分と運営費に関するものをまとめたものです。細かくは説明しません。これをご覧になっていただければ分かるのだが、バラバラです。要するにグループホーム、ケアホームというのは自立支援法上のサービスだが、これに関する補助の在り方は良くいえば地域志向、悪く言えば国の制度としては液状化している。これがグループホーム、ケアホームに関する補助のあり方の現実。２、３調査したところでの印象としては、グループホーム、ケアホームを拡充したいと考えている事業者がいる。それが市の担当者にかけあい、「うちは、初度調弁費がこれくらいあれば何とかなる。」というような交渉の中から、その市の基準が決まったという程度のもので、客観的な補助の基準となる根拠というものが一定の共通の形をもっているということはとても言えないという現状。

１．グループホーム、ケアホーム（以下、ホームと略）の設置運営

（１）ホームの設置

（宗澤会長）

· このことを前提とした上で私がみてきたところと、様々な政令市の現状から、グループホーム、ケアホーム（以下、ホームと略します）の設置運営に関するご報告を申し上げます。まず（１）ホームの設置です。①都市部における物件単価の実情と国の補助単価の乖離があまりにも大きい。特に主要政令指定都市では、新築の場合に最低６千万、実情としてかかっている。これは国基準の３倍。したがって、国基準の３倍をコンスタントに自治体が負担していくこと自体に非常に無理がある。国基準自体に都市部特例を設けて、実態に即したものにしてもらわなければ困る。
· ②同様の事情から借上げでホームを設置していく場合に、家賃補助が必要不可欠。事業者に対する補助でも良い。地方部で借り上げる時と、都市部で借り上げるときの単価が全く違う。そのため、このような補助がない場合に、障害基礎年金の月額からホームを利用される際に、障害基礎年金の月額をホーム利用料だけでオーバーしてしまう実情。入所施設や入院生活から地域生活移行に取り組んだ時に問題が生じる。住まいをグループホーム、ケアホームに移行することと、就労することが理想的に同時並行に進むならともかく、まずは生活面を落ち着かせることから始めたい方もいる。暮らしの面で落ち着くには現実的にはあるが、就労はすぐにはできない方は年金を活用しながら、まずホーム落ち着いた暮らしを実現し、その上で就労移行に取り組んでいく。しかし、このような手順をなかなか踏みづらくなっている。
· ③既存物件を活用する際の注意点。建物入口の間口が広いことと浴室の改装が容易なつくりということが、あらゆる障害の態様に備えるリフォームが可能な最低条件。消防署直通型または警備保障会社直通型の火災報知機の設置は最低のスタンダード。これだけでの３０万かかる。初度調弁費が５０万というところもあるが、火災報知機をつけるだけで半分を使ってしまう。というわけで、防災に関する初度調弁費は、家具、什器具等とは別枠として、防災用の初度調弁費として、別途括るべき。何故かというと、色々な地域に見学に行った時に、群馬の渋川市であった火災事件がありましたが、障害福祉関係の担当部局ではなく、消防署がとてもうるさくなった。消防署は「スプリンクラーをつけろ。」と言ってくる。そこで、福祉部局に事業者が相談に行くと、「スプリンクラーの費用は出せない。」と言われる。この狭間に立って、高齢者のグループホームでは、やむを得ず自己負担でスプリンクラーの設置に踏み切るところが出てきている。これが、２００万くらいかかる。今すぐにどの程度の防災備品を要件にするかは考えるべき課題ではあるが、これは事故が起こった後に責任を問われることになっては全く意味がない。初度調弁費の別枠部分として防災のための費用を考えるべきだと思っている。
· ④地域生活移行の行先にホームを位置づける場合には、ホーム生活に向けた生活訓練の場を既存のホームではなく、単独型で設置すること。例えば、北九州市でも大きな課題として今、何とか進めるべきということで検討を進めている。長崎の南高愛隣会では、自前で移行訓練棟を持っている。また、鳥取県厚生事業団は７０か所ほど持っているが、ここでも入所施設内に移行訓練棟又は、移行訓練室を設けている。ここをワンステップとしてグループホーム、ケアホームに移行していくという形を取っている。従ってここは、現在新設が進められているさいたま市の入所型施設や既存の市内の入所型施設を活用する等して、ホーム生活の移行のための訓練棟を整備すべきではないかと考えます。
· 視察の中身についてはご覧いただきたい。次ページの名古屋、長崎の場合で、一見、相矛盾するご意見をいただいた。名古屋の場合、新設のメリットがあるというご指摘。朝、職場や通い先に行く忙しい時間帯には、洗面台やトイレは複数の利用者が利用できないと、それが順番待ちになって、通いというリズムを崩してしまう。従って、新設するグループホームは洗面台とトイレを複数設置していた。地方部に行くと、長野や佐賀、鳥取、長崎でも一般に賃貸住宅にゆとりのある地域だと、平屋のグループホームが出てくる。だが、都市部では全部２階建てになる。しかし、新築物件であれば、蹴上げの低い階段にすることができる。ホームエレベーターも設置しやすい。間取りも家族構成を念頭に置いた間取りではなく、ホーム用の間取りとしてつくることができるというメリットの指摘があった。
· ところが、長崎県の南高愛隣会では、当初はホーム用の間取りや色々な人に対応できるような理想的な物件をつくったけれども、５～１０年たってみると、当初から住んでいる人が１人いるかいないか。何故かというと、地域生活支援を充実させていくと、「職場が変わった。」「この人と一緒に住みたい。」ということでホームを移っていく。つまり、地域生活の広がりによって１つの場所にとどまる人がいなくなってきた。こういうことから、理想的な物件を一つ一つ作っていくことはお金がかかって間に合わない。もう１つは、長崎県の実情として、借り上げ物件のリフォームで十分に対応可能である。首都圏とは条件が違う点としては、農家の人が使っていた物件というのは、入口が全部一軒ある。一軒の入り口であれば、車椅子の人が出てきても何とか対応できる。西日本の畳は本間サイズで首都圏の江戸間サイズの1.2倍。西日本の４畳半が首都圏の６畳に近い。一般の物件で８畳ベースのものを探すことができる。この条件の違いは圧倒的に大きかった。
· 鳥取県の厚生事業団は、長野と同じように強度行動障害を念頭に置いた方のホームについては新築で対応した。そうしたほうが安定した地域生活にふさわしい建物を提供できる。ただし、米子市周辺でも新築で２４００万かかった。ここは、国基準の低さは地方部でも問題視されていた。ここは県営住宅４ＬＤＫで家賃２万３千円。ホームの利用料は一人当たり４万円くらい。それから、敷地１５０坪５ＬＤＫの物件、さいたま市では数十万になるであろう物件も月８万で借りられる。不動産をめぐる実情の違いを反映しなければ、グループホーム、ケアホームを考える場合に非常に大きな敷居の高さになっている。
· 名古屋や鳥取では、近隣の理解を得るために、「２階部分では窓の目隠しをしてほしい。」ということが非常に強く求められる。窓の目隠しを求められる場合は、今、両方とも完全に見えない板を貼っている。僕は、住民から文句を言われる前に、お風呂場用に使われている透明のアクリル板で不透明なもの（通常建築資材として売っているもの）を目線のラインだけ貼るというような工夫を先にして、地域の了解を得ていったほうが良いと思う。地域の側から言われると、「全然見えないように。」という対応が求められ、実際にその場に来て、確認がとれて、始めて了解がとれたという実情があった。地域の理解を得るための地域サイドからの条件として、火事の問題が大きいと思うが、夜間支援者がいるかどうか、いない場合もいざという時のバックアップ体制が実情としてどうなっているか。ここが、グループホーム、ケアホームをたくさん増やしていこうという時に非常に決め手となるところだったと伺った。
（２）ホームの運営
（宗澤会長）

· 次に（２）ホームの運営について。①地域生活ベースの支援を考えていく時に、既にホームの設置をたくさんした地域では、単独で運営している、あるいはホームを２つ、３つで運営しているところは皆無だった。むしろ１０か所以上のホームをワンユニットとして、バックアップ体制や支援体制を考え、運営している。この理由は、支援者の孤立、不適切な支援を回避するため。単独では必ず不適切な対応が生じたというご指摘があった。１０か所程度のホームを１ユニットとする最大のメリットは利用者のマッチング。つまり、誰と誰を組み合わせたホームとするかの調整。それから、職場や通い先が変わることに対する通いやすいホームへの移動に対する調整対応がユニット型の運営によって可能になる。南高愛隣会と鳥取県の厚生事業団では、複数ユニットを持っている。そのため、職場が１ユニットの地域を超えて移動する場合、ユニット間の調整・対応も含めてされていた。これは非常に合理的な考え方である。ユニット単位で支援職員のやり繰りを含むバックアップ体制と職員研修も管理されていた。ホームをたくさん設置していく時に、支援者を増やしていかなければならない。新人、若い人を入れていく時に、若い人だけの支援者の組み合わせにした時に必ず問題が生じた。地域生活ベースの支援をする時に、例えば近隣関係で何を大事にしなければならないか。勤め始めた人にどんな支援をすべきなのかというような、ライフステージの視点を持った支援を考えなければならない。そういった時に、支援者自身も、自身の生活者としての経験をくぐっているかいないかによって違ってくる。福祉系の専門学校卒や大卒者が入った時に、マニュアル通りのことはできても、実際の地域に必要な配慮点が新人には入っていない。そういう意味ではベテランとの組み合わせを最低要件にして増やしていくという工夫をした。これは地域を超えて共通に指摘されていた。
· ②地域生活移行を進めていき、ホームを増やしていく時、初期段階では比較的イメージが持ちやすい方を進めていく。ところが、２～３年、５年以上たっていくと中・重度の方の対応が課題の真ん中に座ってくる。これが共通の現象として確認された。５年以上経ったところでは高齢化したグループホーム・ケアホームをどうするのか。これは今後の重要な課題だというご指摘があった。
· ③支援の組み立てにぜひともホームヘルパーの併用、ガイドヘルパーの活用を制約なく利用したい。これができるかできないかによって、地域生活が定着していけるか、定着した上で、その人それぞれのニーズにふさわしい豊かさをつくっていけるか。この分岐点がどうしてもここにあるという指摘も共通していた。逆に言えば、この保障さえあれば、強度行動障害で医療ケアが常時必要な人以外は、事前事後ケアの組み立てを丁寧に実施すれば、何ら大きな問題を生じずに、入所施設ケアを念頭に置かずに、地域生活支援を組み立てることができる。これも共通のご指摘であった。
· ④グループホーム、ケアホームにおさまらない課題だが、この間マスコミでも大きく取り上げた、佐賀県、富山市で実地されている世代間交流型の社会資源。これは、子どもからお年寄りまで障害の有無にかかわらず、「通う・泊まる・住まう」グループホームのような役割も含めてサービスを提供している社会資源がある。私が予想した以上に、通常成人期に障害のある人と言われている中の、かなり重い人も佐賀県の地域共生ステーションを利用されていた。例えば、聴覚障害と知的障害を併せ持つ人が、高齢者のデイサービスの中に紛れ込み、非常にゆったりとした日中活動をしている。あるいは、職場の帰りに寄って、高齢者と交わって、家に帰るという実際を拝見した。これは、我々が経験していない取組の広がりを強く感じる。一番大きな意味は、子どもからお年寄りまで障害の有無にかかわらず困った時に、その日でも利用できる形をとっている。それぞれの地域の人がどこかで必ず利用している。そうすると、みんなの社会資源という枠組みが地域の人たちの中にあって、その中に障害のある人のサービスが位置づく。これは、ノーマライゼーションの考え方や条例づくりの考え方から言っても、「すべての人の社会資源である」というベースの中に障害者のサービスが組み立てられていることのメリットや今後の意味としては計り知れないものがある。ただ、佐賀・富山はさいたま市とは地域の実情が違う。やはり、地方部ならではの地域のつながりが残っているということがあって、組み立てられている。さらに、ほとんどが平屋。敷地が３００坪。これは条件が違いすぎる。従って、私はまずは、条例づくりと関連させて、何か試行事業のようなものを始める。私の個人的な意見としては、できればさいたま新都心の広大な敷地を利用してやってみたらどうかと思っている。「都市部でもこういう形ならできるよ。」ということを模索すべきだと私は考える。そういう意味では、パイロット事業の中に何か障害のある人のグループホーム、ケアホームを位置づけたみんなの社会資源というものを一つ着手してみることが必要なのではないかと考えます。
２．居住サポート事業による賃貸住宅の斡旋のあり方について
（宗澤会長）

· 次に、居住サポート事業に移ります。①居住サポート事業というのは退院支援や地域生活移行にかかわる入所生活からの移行、それから一般就労への移行と密接に関わっている事業。生活支援センターや支援課等がやる相談支援の営みと一体のもととして実施することが、地域生活ベースの支援を行っていくことを念頭に置けば必要不可欠なところです。特に精神障害領域ではグループホーム、ケアホームを「通過点」とする。つまり、ご自身のご希望から言っても、将来の生活設計から言っても、「最終的には一般住宅に移りたい。」という方もいる。こういうことがあればなおさら、ホームと賃貸住宅に関する支援を一体として進めていくことが必要。北九州の居住サポートセンターは生活支援センターと別で運営しているが、ぜひ同じ過ちを繰り返さないよう、さいたま市では一体型にしてほしいという意見をいただいた。

· ②相談支援と居住サポート担当者の「兼任」は不可能と伺った。居住サポートはどうしても、夜間支援が出てくる。そして、不動産関係のネットワークをつくることが一番大事。当然居住サポートにかかわった支援は、通常の生活支援センターの業務に重なるところが出てくるが、「住まう」ということにかかわった支援を軸足としている人は、それとして専任でいなければ、どうしてもできない。それから、夜間支援というのは時と場合によっては、居住サポートの担当者だけではできない実情のものが出てくる。これは、民生委員、保健師等を含む、ネットワークのようなもの。これは、恐らく居住サポートだけの緊急対応のネットワークというよりも、生活支援センターも含む緊急支援のネットワークの中に夜間支援も位置付けておくという形で考えていくというのがもっともリーズナブルな形だろうと思います。

· ③北九州の居住サポートセンターは、先ほど就労支援の部分で山本委員が「本人がご希望する限り、アフターケアを続けている。それは就労先を確保することにつながる。」というご指摘があったが、居住サポートもそれと全く同じご指摘があった。つまり、不動産業者や家主とのつながりを大事にしていくことによって、協力してくれる物件の提供者を拡大していくメリットも含めて、アフターケアがとても大事。居住サポートが進めば進むほど、抱えるケースが増えていく。当然、長期安定ケースは電話だけとか、たまに近くに来たからちょっと寄って様子をみるといったように、労力と時間がかからないものも増えていくが、とにかく、ケース数が増えていく。したがって、そのことの支援担当者の負担の状態がはじまって時間が経つと負担が増えていくことは必然の成り行きだと仰っていた。このように、保健・福祉・医療関係のネットワークに加えて不動産業者とのネットワークを構築する課題が大きい。それに加えて、精神障害の場合には、退院促進事業との連携が必要。また、さいたま市では実施されていないが、国土交通省の施策で「あんしん賃貸支援事業」というものがある。これはどちらかというと、不動産業界側のネットワークをつくる事業。これは、外国人・高齢者・単親家庭・障害者等への賃貸住宅を提供する側のネットワークが福岡県でつくられている。北九州市はそれを活用して、居住サポート事業との連携が進められた。ここの部分をどうするのかが一つ大事。不動産業界というのは裏表のある業界。そこに「障害のある人や高齢者に、本当の意味で物件を提供し続けてもいいよ。」という不動産業界側の組織化を図る課題がある。それを「あんしん賃貸支援事業」がやってくれると、居住サポートを進めていく側としては大きな安心になると考える。
· ④家賃保証事業者というのがある。つまり障害者・高齢者等に賃貸物件を貸す場合、その人に何かあった時に家賃保証をするという保険事業というのを民間企業が提供している。北九州では市が特定の業者を１つ指定していた。ここが、リーマンショック後に倒産し、大騒ぎになった。倒産する前に、北九州の居住サポート事業側は「リスクを分散すべき。」と市に訴えていたが、実現されなかった。ここの部分は、これから始めるのであれば、分散すべきであるという指摘があった。
· ⑤首都圏は居住サポートで活用する物件の単価が高い。北九州市でも、生活保護受給者であっても、住宅扶助における都市特例の高いほうを用いざるを得ないという実情をご指摘されていた。場合によっては、家賃補助を創設するか、それに関わるような部分が必要なのではないか。

· ⑥賃貸住宅への居住移行者は障害の程度が軽度であると考えられがちであるが、ホームへの移行と同様に賃貸住宅という単独生活に必要な生活スキルの向上に取り組むことのできるプログラムの実施が利用者に保障されるべき。北九州の場合は、居住サポートセンターを中心にまずは、病院の看護師・栄養士・調理師のチームで実施する「一人暮らしの食事」学習プログラムから始めている。グループホーム、ケアホームは食事が出てくる。まずは食事で体調・健康を崩すということが出てくると居住サポート事業の土台が崩れる。ここの部分で重要視したプログラムをつくっているということでした。
· ひとまず終わります。何なりとご質問ください。

（齋藤（香）委員）

· ホームの運営を単独ではなく、１０カ所程度を単位とし、ユニットで運営し、支援職員のやり取りやバックアップ体制をとっているということだが、南高愛隣会や鳥取県厚生事業団はそれぞれ別々に複数のホームを持って、事業所間の職員でのバックアップ体制をとっているということですか。
（宗澤会長）

· いいえ、南高愛隣会では、１００数か所のグループホームを持っている。鳥取県厚生事業団も６０数カ所持っている。簡単に言えば、生活支援センターをコアにする圏域の１０か所程度のグループホームを自前の１ユニットとして運営している。考えてみれば、もし単独の運営であれば、そこの支援者が２～３人で回るだけ。その取り組みの点検はどこにもされないまま、島状になってしまう。南高愛隣会でも鳥取県厚生事業団でも１ユニットで運営するという発想がなかった初期の時代があった。そこで色々な問題が発生したということもあり、「孤立化させることも良くない。」ということでユニット構成にした。そうすると、色々なメリットが出てきた。例えば、「発熱者が出て、病院に連れて行かなければ行けない。」など、どこかで急なことがあった際、他のホームと連絡を取り合い、その日に落ち着いているホームから職員が応援に行くといった急なやり取りも含めて可能になっている。
（齋藤（香）委員）

· そうすると南高愛隣会と鳥取県厚生事業団は人員の交流はないという理解でよろしいのでしょうか。数多いグループホームを運営し、それぞれの事業団が自分たちの法人内でのユニットをつくって運営し、それぞれが別々で研修体制を持っているということなのでしょうか。
（宗澤会長）

· 長崎県の南高愛隣会は、長崎県のユニット単位で研修を組んでいる。鳥取県の厚生事業団はユニット単位で研修をしている。鳥取県厚生事業団の場合は、１ユニットのコアに入所施設がある。入所施設の中にサービス管理責任者がいて、これが、責任を持って研修と調整、利用者のマッチング等の調整をしている。長崎県の南高愛隣会の場合は、１ユニットの拠点は生活支援センターになっており、ここが研修を組んだり、調整をしたりしている。やりづらいかもしれないが、グループホーム運営協議会のようなものを、場合によっては自立支援協議会の中に設けて、そのようなユニット運営を考えていくということは、考えられてしかるべきだと思う。つまり、事業所・法人ベースの支援ではない。地域生活ベースの支援を行っていくための支援。事業者や法人が単位になるものではない。地域が単位になる。形としては長崎県、鳥取県では巨大な事業者なのでそのようになっているが、要するに、地域ベースでグループホーム・ケアホームを運営していくのが事柄の必然なのではないかと私は考える。
（長岡委員）

· 今、ユニットの話が出たが、ケアホーム、グループホームを運営する側での一般論としてよく言われていることは、経営上は利用者が２０～３０で初めて運営に徹することができる。運営という意味でも複数のホームの設置が望ましいと言われている。もう一つは、運営上理不尽だと思うのが、障害程度区分の問題。軽度で就労はしているが、人間関係で色々と調整が必要な方、区分２の場合と、障害程度区分が重度だけれども、ホームでの生活に非常に適応の良い方がいる。報酬の面から言えば、区分が軽くても大変でという方でも、報酬でものすごい開きがある。運営の面からいくと、区分による報酬のアンバランスさにも光を与えていただければ。

· 私どものほうでは借家方式。一番良いところとしては、地域で自然に準備をして、できあがる時に、「誰々さんの家を借りてホームを始めます。」という話であると、地域の方を回る時に、非常に好感触であった。私達のところには、夜間の職員の配置や防火対策をしていることが多かったというのもある。あとは、「利用者さんに直接会わせてください。」という声が挙がった。いきなり立派な家が近所に建つのではなく、借家にしたほうが、顔と顔とを合わせた関係づくりをしやすく、そういった意味で借家は有効だと思った。

· そういう中で探していくと、借家は岩槻区内では見つかる。今も３カ所ほど貸してくれると言ってくれている物件がある。だが、運営を始められない一番の理由は、支援者がいないこと。募集をかけても、ケアホーム、グループホームは正規雇用が厳しい。非常勤、パートで週４０時間の勤務の保障がなく、泊まりがあるというのが非常に厳しい。そのあたりにも光をあてて検討していただければありがたい。私達が昨年立ち上げたケアホームでは、半年前に募集をかけて、３か月前に世話人さんを雇用した。複数のユニットでやれていれば、他のホームに入っていただくというかたちをとれるが、ホームにいきなり入ると見えなくなってしまう。だから結局、研修というかたちで入所施設で雇用する。本当は福祉の経験者を雇いたい。だが、今年の１月に立ち上げたホームは、男性のホームなので、男性の世話人が必要。そこで、酒屋さんのお父さん、車屋さんのお兄さんというような方を中心に職員を構成することになった。つまり、他に仕事があり、アルバイトが手伝っているというような状況での運営になっている。本当に職員の確保と育成は困難。こちらもあわせて協議・検討していただきたい。
（宗澤会長）

· その点については、書きづらかったので書いていなかったので、８月末までに整理したい。支援者については施設職員の延長線上では絶対に確保できない。何故書いていないかというと、１ユニットで職員を構成するうちに、２割が正規、残り８割が非正規。このチームで支援を維持し、研修していく。８割の非正規は正規で雇っているところとは募集してくる母体も違う。長岡委員のご指摘のように、地域の人の中からということ。ここをどういう風に評価すればいいのか、ここは単純にデメリットばかりではないと私は受け止めてきた。ただし、それをきちんと表現にできないまま、「地域の人でいいんだ。」となると大きな問題となるので、まだ書いていないが、ご指摘の点は非常に重要だと思います。

その他
障害者自立支援法施行円滑化事務等特別支援事業
（事務局）小暮主任
· 国の相談支援充実強化事業を使ったさいたま市での事業について説明します。今、居住につきましても宗澤会長からお話しいただいたところですが、それに加えて地域での課題をどんどん発掘していこうと考えています。支援指針の作成ともリンクしているが、必要な支援に繋がっていない人への施策課題を１年かけて抽出していきたい。そのための事業としてこちらを提案させていただきたいと考えている。内容としては、地域で孤立している障害のある人への訪問活動、またそれに対する支援体制の構築を考えるということを手段としています。各区の支援課と生活支援センターを軸に、社会とつながりがなく地域で孤立している障害のある人や家族の実態を把握する。その上で、さいたま市で不足している社会資源や支援体制の課題を明らかにする。また、支援課と生活センターの連携の質をより高め、障害のある人の安心・安全な地域生活を保障する支援体制を構築するということを目指してこういった事業を開始したいと考えている。事務局からの提案としては、「支援指針」は半年以上かけて定着を図っていくが、こちらも居住の件とあわせて、「地域生活支援の課題」ということで、一つの作業部会として取り上げていただきたい。以上です。
（宗澤会長）

· これはどの文脈から出てきたのか。

（事務局）小暮

· こちらは今年、「相談支援の充実」ということで、ネットワークの構築であるとか、実際の部分で、さいたま市で明らかにされていない課題もあろうという指摘もあった。そのため、生活支援センターとも協議して事業を考え、国のこうした事業との関連を踏まえて予算要求し、実施の流れになった。
（宗澤会長）

· 私から心配するのは、厚生労働省のひきこもり対応ガイドラインでいう、「ひきこもり」ではないということです。そこをとにかく、はっきりさせる表現にしておいて下さい。そうでなければ、できれば「ひきこもり」という言葉は使わないほうが良い。収拾がつかなくなる。
（事務局）小暮

· 要するに、国が言っている「ひきこもり」ではないかということですよね。

（宗澤会長）

· 「地域での孤立化が進行している」というような言い方で「ひきこもり」という言葉を使わないでほしい。でなければ、ひきこもりで困っている人がたくさんいる。その人が全部支援課や生活支援センターに流れてきたら大変。交通整理するだけで大変。そのような誤解を生まないような表現でお願いしたい。
（事務局）小暮主任
· 承知した。

閉　会
（宗澤会長）

· それでは、以上をもちまして決められた議事は全て終わりとなりますが、次回以降の地域自立支援協議会の動きについて、事務局からご案内をお願いします。
（事務局）吉野補佐
· はい、次回の協議会につきましては、今のところ１１月初旬を予定しております。

· また、本日の協議事項について、委員の皆様からいただいたご意見を参考に、事務局のほうで整理させていただき、できる限り早くお知らせさせていただきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。
（宗澤会長）
· それでは、以上をもちまして、「第４回さいたま市地域自立支援協議会」を閉会とさせていただきます。委員の皆様には、会の進行にご協力いただき、ありがとうございました。
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